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1 Introduction

数十年前まで、需要関数の推計はほとんどの場合、集計データで行われていた。当時、

計量分析を行っていたLawrence Kleinのような研究者達は、家計や個人レベルの行動モ

デルである経済理論が、どうしたら集計量に当てはめることができるか、いわゆる集計

問題に関して多くの時間を費やし、Gorman型等の特殊な効用関数を提示していた。しか

し、今日では、学術領域における家計消費分析のほとんどはミクロデータを用いており、

集計問題に対する関心は薄れている。個票データは集計データにない非常に多くの情報が

含まれており、コンピューターの計算力の強化もあいまり、経済学者にとり分析可能なデ

ータの種類やその情報量は飛躍的に増加している。かつては食費とその他、の二種類、せ

いぜい数種類の大分類での集計値で行われた家計消費分析は、現在ではPOSデータに基

づく個別財に関するものにまで拡大してきている。

一方、個票データを用いることで、集計量では顕在化しなかった新たな問題が生じる。

それは、家計属性と消費に関する関係である。これは、特に政策当局が経済厚生や格差

を考える時に重要な問題となる。例えば、30代夫婦の家計を考えてみよう。とりあえず

動学的な側面は無視し、静学的な意思決定を考える。いま、二組の夫婦がいるとする。両

方とも世帯年収は800万円である。一方の夫婦(A)には子供が二人おり、他方の夫婦(B)に

は子供はいない、とする。家計消費格差等、二つの家計を集計する際、あるいは経済厚生

を考える時、子供の数はどう扱えばよいだろうか?マクロ経済学では、一人当たり所得で

人口をコントロールするのが一般的である。とすると、一人当たり年収はAでは400万円、

Bでは200万円である。しかし、これほどの差は本当に存在するだろうか?さらに、まだ現
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役の親世代と同居している、しかし子供のいない四人世帯の夫婦Cを考えてみよう。親夫

婦の年収も800万円とすると、世帯Cの一人当たり年収は400万円となる。では、世帯Aと

世帯Cの経済厚生はほとんど同じとみなしてよいだろうか?

住宅費、光熱費、食費等、多くの消費財には規模の経済が働くと考えられている。すな

わち、独立した生計を営む二つの単身世帯が同居し生計を共にすることにより、一人当た

りの年収は同居前と同じであっても、光熱費や住居費をシェアすることにより高い水準の

経済厚生が実現される可能性が高い。また、同居人が子供の場合、例えば5歳や10歳の場

合は、同じ子供でも17歳や18歳の場合と比較して、衣服費や食費などで大きな差があるだ

ろう。一方、子供よっては教育費等に通常の大人よりも大きな費用がかかる可能性もある

だろう。理論的には、家計の経済厚生を間接効用関数で表現すると、価格と所得に加え、

家計構成という変数が要素として入ってくることになる。

家計構成は、家計間格差を考える際に特に重要な要素となる。現在の日本は少子高齢化

が進んでおり、未婚世帯や子供のいない世帯が過去に比べて著しく増加している。家計間

格差を測る際には、通常は所得、あるいは支出額の対数分散やジニ係数等を計算するが、

その際のユニットとして、世帯一人当たり所得を用いるか、世帯所得を用いるか、あるい

は何らかの調整を行うか、により推計量は大きく変化しうる。OECDや多くの応用研究

では、下記の、三種類の「等価尺度:Equivalence Scale」の中の一つが使われている。

1. “OECD Equivalence Scale”: 家計の最初の大人に1、以降の大人に0.7、子供

に0.5をあてて、足していく。例えば、大人2人、子供1人なら1 + 0.7 + 0.5 = 2.2、

大人2人なら1 + 0.7 = 1.7. これは、近年ではold scaleとも呼ばれる。

2. “OECD Modified Scale”: the Statistical Office of the European Union (EURO-

STAT)が1990年代に考案したものであり、最初の大人に1、次以降の大人に0.5、

子供には0.3をあてて足した総和を家計人数とみなす。大人2人に子供1人なら、

1 + 0.5 + 0.3 = 1.8となる。

3. “Square Root Scale”: これは、大人や子供数によらず、家計構成員のルートをと

ったものであり、大人2人、子供1人なら、ルート3で、約1.7となる。

Equivalence Scaleがあれば、家計所得をその数値で割ることで、 “Equivalised In-

come”を得ることができる。等価所得と呼ばれるものは、上記のうちのいずれかのScaleで

割ったものであることが多く、近年ではSquare Root Scaleを用いたものがよく用いられ

ているようである。問題は、これらのScaleにどのような根拠があるか、である。結論か

ら言うと、多くの研究者の見解が一致するような理論的メカニズムを有するEquivalence

Scaleの計算方法は今日のところ存在しない。上記の三尺度は、学術的裏付けのあるも
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のではなく、ad hocに仮定されているものである。Equivalence Scaleは古くは19世紀

のEngelの研究にまでさかのぼることができる*1、長い歴史の有する一大分野であり、特

に1990年代に非常に多くの研究が行われている。近年でも、多くの著名雑誌に推計手法に

関する研究が頻繁に発表されている。Equivalence Scaleは非常に重要な変数であり、多

くの国際機関や官庁で頻繁に利用されている。家計レベルの分析を行う際には、なんらか

の等価尺度が用いられていることが多いが、そこに重要な問題が存在することは、学術の

世界の外で広く理解されているとは言い難い。

等価尺度の計測における最大の問題は、家計構成が変化したとき、それは費用と効用の

両方に影響を与えるが、観察可能なのは需要の変化のみであり、費用と効用に関しては多

くの仮定を置かない限り推計できない点にある。近年では、等価尺度という家計単位の計

測ではなく、あくまで個人レベルの効用関数をベースに、家計内の意思決定モデルと組み

合わせて等価尺度と同様のパラメターの推計がされるようになっている。これは、家計と

は何か、という根本的な問いかけに対する、現代消費理論の到達点でもある。

本講義ノートは、Equivalence Scaleの推計に関して、いくつかの重要な研究結果を紹

介していく。そして、近年、等価尺度の新しい見方を提供するものとして注目されている

家計内意思決定モデル、Collectiveモデルを紹介し、それに基づく等価尺度の推計手法に

ついても議論していく。

2 等価尺度のIdentification

乳幼児の数や男性、女性の数、老人等の人数のように、家計構成を示す家計属性ベクト

ルをzと表記しよう。一つの家計の消費行動があたかも、その家計固有の、代表的な個人

の消費行動とみなす場合、標準的なミクロ経済理論と同様に、効用関数、間接効用関数、

および費用・支出関数を定義することが可能である。価格ベクトルと効用水準を所与とす

ると、家族構成も考慮した費用関数はE (p, u, z)となる。すると、等価尺度は、zとz0と

いう二つの異なる家計属性を有する家計が同一の効用を実現するために必要な最小費用の

比と定義可能である。すなわち、等価尺度は価格、効用水準、および二つの家計属性ベク

トルの関数I (p, z0, z, u)であり、下記のように定義できる。

I (p, z0, z, u) =
E (p, u, z)

E (p, u, z0)
.

*1 Engelの研究はドイツ語で書かれているが、記のリンクで読むことが出来る。

https://archive.org/details/dielebenskostenb00engluoft/page/n1/mode/2up
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すると、

E (p, u, z) = I (p, z0, z, u)× E (p, u, z0)

となり、zの家計属性を有する家計がReference家計z0と同等の効用を実現するために必要

な所得補償額がわかる。

この定義に従い、等価尺度を実際に推計することは可能だろうか?支出関数を知るには、

補償需要、あるいは間接効用を知る必要がある。前回の講義ノートで議論したAIDSは、

物価水準を用いることで実質所得を効用とほぼ同じ情報を有するものに変換することで、

補償需要関数の推計を可能にしていた。すなわち、

ωi = αi +
∑
k

γki ln pk + βkuβ0kp
βk

k

= αi +
∑
k

γki ln pk + βi

(
ln

y

P

)
.

ここに、家計属性情報を加えてみよう。例えば、下記のような拡張が可能である。

ωi = αi (z) +
∑
k

γki (z) ln pk + βk (z)uβ0kp
βk(z)
k

= αi (z) +
∑
k

γki (z) ln pk + βi (z)
(
ln

y

P

)
.

すると、そこで求めたパラメターから、間接効用を計算し、さらには費用・支出

関数を求めることが可能になる。AIDSモデルはFlexible関数に基づいてるので、強

い仮定を課さない、任意の費用関数や間接効用関数の局所的な近似とみなすこと

が可能である。AIDS以外にもFlexible関数は存在し、Translog関数を用いて等価尺

度を計算したJorgenson and Slesnick (1983)*2は特に有名な論文である。また、異な

るSpecificationであるが、Lazear and Michael (1980)*3もまた需要関数から等価尺度の

推計を行っている。

我々は、家族構成の異なる家計間で、どのように消費支出パターンが異なるかを知るこ

と、すなわち需要関数の推計を異なる家計属性ごとに行うことで、家計構成がどのように

需要を変化させるかを容易に知ることが可能である。その推計量、すなわち、家計属性間

の需要の違いから支出関数の形状を推測し、等価尺度を得るのは自然な発想に思えるだろ

*2 Jorgenson, Dale W., and Daniel T. Slesnick. (1987) “Aggregate Consumer Behavior and

Household Equivalence Scales.” Journal of Business and Economic Statistics 5 (2): 219–32.
*3 Lazear, E.P. and R.T. Michael (1980), “Family Size and the Distribution of Real Per Capita

Income,” American Economic Review , vol.70, No.1, p.91-107.
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う。実際、上記の手法に基づく推計は今日でもたまに見かける。しかし、20世紀の後半

に、これらのアプローチは非常に強い批判を受けることになる。

Pollak and Wales (1979)は、需要行動から等価尺度の推計はそもそも不可能であること

を指摘した*4。ここでは、その結果を綺麗にまとめてあるBlundell and Lewbel (1991)の

補題を紹介しよう*5。

Lemma 2.1 Blundell and Lewbel (1991)

q = D (p, x, z)

を効用関数U (q, z)、予算制約p′q = xの下で得られるマーシャルの需要関数とする(pは

価格、 xは所得、 zは家計属性である)。任意の費用・支出関数E (p, u, z)に対応する

等価尺度I (p, z, z0)が、 zを動かしたときにとりうる値の集合をΩ
(
p, z0

)
とする。ま

た、Ω0をΩ
(
p, z0

)
と同一の次元の正の実数値の集合とする。ここで、任意の需要関

数D (p, x, z)、任意の正の値をする価格ベクトルp0に対して、下記をみたす費用・支

出関数E (p, u, z)がユニークに存在する。

(1) E (p, u, z)の下で生成されるマーシャルの需要関数はD (p, x, z)となる。

(2) 任意の正の実数uに関して、E
(
p0, u, z0

)
= u。

(3) Ω0 = Ω(p0, z0)。

この補題の意味するところは非常に重要である。いま、現在考えられる最も理想的な購

買データがあるとしよう。そこには様々な財価格の下で、家計属性ごとの所得および様々

な財への需要数量、支出額が記録されている。次に、どんな数値(1.5とか10とか)、でも

よい、適当に等価尺度をでっちあげよう。この補題が意味するのは、適当にでっちあげた

等価尺度が、理論的な等価尺度に一致するように、観察された需要情報と整合的な費用・

支出関数を構築することが可能である、ということである。すなわち、家計属性ごとの需

要情報は、等価尺度に関する「いかなる」情報も有していないことになる。

我々は、AIDSに家計属性情報を導入することで家計属性と支出関数の対応を作り出す

ことが可能であることを見てきた。では、上記の補題のような結果はなぜ生じるのだろう

か?

Deaton (1997)に従い、費用・支出関数を用いて、上記の補題の直感を説明しよう。家

*4 POLLAK R. A. and T. J. WALES (1979), “Welfare Comparisons and Equivalence Scales,”

American Economic Review , 69, 216-221.
*5 BLUNDELL,R. and A. LEWBEL (1991), “The Information Content of Equivalence

Scales,”Journal of Econometrics, 50, 49-68.
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計属性に依存する形で費用関数を下記のように定義する。

E (p, u, z)

さて、ここで、新たな効用関数の単調変換ξ (u, z)を考える。第一成分に関しては単調

増加を仮定する。したがって、家計属性を一定とすれば、この変換は家計の需要には影響

を与えない。新たな費用・支出関数を下記のように書こう。

Ẽ (p, u, z) = E (p, ξ (u, z) , z)

無論、一般には

E (p, u, z) ̸= Ẽ (p, u, z)

が成立する。次に、価格pと所得xの下で、新たな費用関数と整合的な効用水準をũとす

る。すると、新たな費用関数の下での補償需要は、価格pと所得xの下でのマーシャルの需

要関数と等しいはずである。すなわち、

hi (ũ, p, z) = q (p, x, z)

すなわち、変換後の効用関数ξ (u, z)の下での需要関数と、変換前の効用関数の下での

需要関数は同じである。一方、費用・支出関数そのものは二つの効用関数の間で異なるも

のであった。家計属性の構造を特定しない限り、費用関数と需要関数の間に一対一の対応

がもはや存在しない、すなわち、同じ需要関数であっても、異なる支出関数を作ることが

可能である。そして、支出関数を、等価尺度がどんな値にでもなるように、任意の形で作

ることが可能になってしまうのである。

ふりかえって、AIDSモデルでの等価尺度の推計を考えてみよう。私たちは費用関数の

中に家計属性情報が特定の形で含まれていると仮定した。そして、Blundell and Lewbel

(1991)の結果は、その導入のされ方に等価尺度の推計結果が全面的に依存していること

を意味している。この結果を踏まえ、Deaton (1997)は次のようにまとめている “The

lesson of the undereidentification result is not that scales cannot be estimated, but

that scales that are not supported by explicit assumptions are scales that cannot be

treated seriously. (p.251)”名指しはしていないものの、Flexibleな、「一般的」な需要関

数を用いた等価尺度の推計のほとんどが役にたたない、と宣言しているも同然である。

もしも2時点の情報が利用可能なのであれば、等価尺度の「変化」に関しては関数形の

仮定によらない識別が可能である。同一の家計属性の下での価格変化の厚生効果、すなわ

ち生計費指数を下記のように定義しよう。

L
(
p, p0, z

)
= E (p, u, z) /E

(
p0, u, z

)
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すると、2時点の費用。支出関数の情報を用い、下記のような計算が可能である。

E (p, u, z)

E (p, u, z0)
=

E (p, u, z) /E
(
p0, u, z

)
E (p, u, z0) /E (p0, u, z0)

×
E
(
p0, u, z

)
E (p0, u, z0)

=
L
(
p, p0, z

)
L (p, p0, z0)

×
E
(
p0, u, z

)
E (p0, u, z0)

左辺と右辺に異なる価格ベクトルの下での等価尺度が登場する。すなわち、真の生計費

数の家計属性別の値の変化を知ることができれば、等価尺度の変化を知ることも可能なの

である。もっとも、これはあくまで「変化」である。私たちが格差に関心がある場合、格

差の変化よりも、現在存在する格差の水準により関心がある場合が多いだろう。その時に

は、この二時点の情報用いた手法は役に立たない。

2.1 等価尺度の識別法法(1) Independence of a Base Level of Utility (IB)

等価尺度を需要情報から識別するには、関数形に関して追加の仮定を設ける必要があ

る。伝統的に利用されているのがIndependence of a Base Level of Utility (IB)と呼ばれ

る制約である。具体的には、費用・支出関数が家計属性に関して乗法に分離可能、すなわ

ち、

E (p, u, z) = m (p, z)E0 (p, u)

となっているとき、この等価尺度はIBを満たすと定義する。このとき、等価尺度は、

I (p, z0, z, u) =
E (p, u, z)

E (p, u, z0)

=
m (p, z)E0 (p, u)

m (p, z0)E0 (p, u)

=
m (p, z)

m (p, z0)

となり、効用水準に依存しなくなる。AIDSを用いた例で考えると、家計属性情報が需要

システムに現れる形式に関する制約であり、効用タームの項、すなわち実質所得にかかる

係数βi (z)がzに依存せず一定であることを仮定していることに等しい。すなわち、

ωi = αi (z) +
∑
k

γki (z) ln pk + βi (z)
(
ln

y

P

)
= αi (z) +

∑
k

γki (z) ln pk + βi

(
ln

y

P

)
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である。この制約は通常の家計消費に関する個票データを用いて検証可能であり、

Blundell and Lewbewl (1991)はイギリスの家計個票データを用い、 IBは多くの場合

棄却されるということを報告している。

2.1.1 Engelの手法

IBは伝統的なEngel係数による等価尺度を含んでいる。家計hの費用・支出関数Ehが下

記のように書けるとしよう。

Eh (p, u, z) = m (z)E (p, u)

ただし、E (p, u)は一人当たりの費用関数であり、m (z)は家計hの家計属性zに依存する

関数である。もしも等価尺度にまつわる規模の経済、もしくは幼児と大人にかかる費用が

同一であれば、m (z)は単に家計の構成人数に一致する。この形は、IBの仮定をさらに強

くしたものである。シェファード・マッケンジーの補題から、補償需要、ヒクシアンは下

記になる。

hi (p, u, z) = m (z)
∂E (p, u)

∂pi

変形すると、
hi (p, u, z)

m (z)
=

∂E (p, u)

∂pi

この右辺は家計属性に依存していない。したがって、任意の2つ家計の効用水準が同一

であるためには、等価尺度で調整した一人当たり需要は一致していなければならない。支

出シェアで考えると、

ωi =
pihi (p, u, z)

E

=
pihi (p, u, z) /m (z)

E/m (z)

=
pi

∂E(p,u)
∂pi

E (p, u)

となり、やはり、右辺は家計属性に依存していない。同一の効用であれば、財への支出シ

ェアもまた同一にならねばならない。食料がもしも下級財であれば、食料支出のシェア

が高いほど経済厚生は低いというEngelの法則が導かれる。そして、m (z1) = 1となるよ

うReference家計の属性、z1を定義すると、Reference家計と家計hの間の等価尺度は

m (z) =
hi

(
p, u, zh

)
hi (p, u, z1)
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となり、2家計の需要の比によって決めることができる。Engelの手法を用いて等価尺度

を計算する際には、

m = 1 + δ1a1 + δ2a2

ただし、a1は乳幼児の数、a2は5歳から16歳の子供の数、のように家計属性に対し、なん

らかのReference家計の食料支出額との比にした各家計の食料支出を回帰すればよい。も

しくは、食料支出シェアを各家計属性に回帰することでも同様の推計は可能である。

2.1.2 Prais-Hauthakker の手法

Engelの仮定では、等価尺度m (z)はすべての財に関して同一であったが、これは非常に

強い仮定である。財により等価尺度は異なる可能性がある。Prais and Houthakker の手

法と呼ばれるものは、Engelの手法を他の財に一般化したものであり、各財への需要qiは

下記のように定式化される。
piqi
mi

= gi

(
E

m0

)
ここで、miは財i固有の等価尺度であり、m0は一般的な等価尺度である。予算制約を考

えると、 ∑
i

migi

(
E

m0

)
= E

となる必要がある。miを家計構成の関数と考え、各財の支出シェアを用いて、非線形

連立方程式によりmiを推計することは可能である。もっとも、注意深く関数形を特定化

しないと予算制約をみたさなくなるケースがあるなど、この推計は困難であることが、

Deaton (1997)により指摘されている。

2.1.3 Bartenの手法

Prais-Hauthakker の手法では、財固有の等価尺度が需要関数で定式化されていたが、

それを効用関数を用い、

u = v (q1/m1, q2/m2, ..., qn/mn)

と考える。等価尺度が家計構成人数と一致するととりあえず考えると、上記の効用関数

は、家計構成人数分だけ、各財の消費は減少することを意味する。等価尺度で調整した消

費を

q∗i =
qi
mi
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とすると、この調整済み財の価格は

p∗i = mipi

となる。そして、

max v (q1/m1, q2/m2, ..., qn/mn)

s.t.
∑

p∗i q
∗
i = y

を解いて、需要関数
qi
mi

= gi (y,m1p1, ...,mnpn)

を計算する。Prais-Hautakkerに比べ、財間の代替が考慮されており、その意味で一般化

されている。この手法には二点問題がある。第一に、この需要関数を推計する際には、家

計間で価格差がなければならない点である。家計間が価格差がない場合、財固有の等価

尺度と価格の効果の識別で不可能になっている。第二に、Deaton (1997)は、牛乳と炭酸

水、ビールの間の代替は、乳幼児のいる家計と大人のみの家計では異なる可能性があり、

家計属性が財間の代替性に直接影響を与えないというのは非常に強い仮定であると指摘し

ている。

2.1.4 Rothbarthの手法

子供の数の調整のみに関心がある場合は、Rothbarthの手法と呼ばれる等価尺度の計算

手法がある。家計支出の中で、アルコールやたばこは大人用の財であり子供は原則消費し

ない。なら、大人用の財、Adult Goodsの消費量を大人の厚生指標として使うことができ

るかもしれない。

Engelの手法では食料支出割合が家計構成の尺度となっていたが、家計の中の大人の厚

生の尺度として、特定のAdult Goodsを想定し、それへの支出額を用いて、大人の厚生指

標とするのである。推計は容易であり、なんらかの基準となるReference家計の支出と比

較した、様々な家計のAdult Goodsの需要を家計構成変数に回帰することで、等価尺度

を得ることが可能になる。無論、この手法については、「Adult Goodsの消費量が厚生指

標となる」、という非常に強い仮定に全面的に依存しており、批判は容易である。例えば、

子供がいる家計に対し、十分な補償をしたとしよう。その時、子供のいる家計は子供がい

ないときと同様のタバコやアルコールを消費するだろうか?子供をおいて外食や映画、旅

行にいくだろうか?複数のAdult Goodsがある場合、それらが全て同一の等価尺度をもた

らすかどうか検証することが可能である。Deaton (1997)によれば、Rothbarthの手法は

主に発展途上国において活用されているとのことである。

10



EngelとRothbarthの手法は非常に多くの問題を有しながらも、いまだに多くの研究で

利用されている。両者とも財間の代替性について非現実的仮定を設けており、それらは特

に先進国において重要な問題になりうる。しかしながら、識別戦略を明確にしているこ

と、容易に推計可能なこと、そして発展途上国では説得力のある結果を得られているこ

と、等がその理由としてDeaton (1997)は挙げている。

2.2 等価尺度の識別法(2) 追加の情報の利用

需要情報から等価尺度の識別が不可能であれば、識別を可能にするような追加の情報

を収集することで対応可能かもしれない。van Praag and Kapteyn (1976)を嚆矢とする

一連の研究では、仮想的な質問を駆使するサーベイを用いて、直接等価尺度の推計を試

みている*6。例えば、ある個人に対して、夫婦だけで年収500万円の生活水準を確保する

とした場合、もしも子供一人がいたらいくら必要か、等、現実とは異なる、仮想的な家族

構成に関して質問していくのである。最初の年収を500万円以外にも、800万円、1000万

円のように変化させ、さらに子供の年齢や数もまた次々と異なる値にしていくことで、

様々な等価尺度を直接推計することが可能になる。これは、初期の研究者がオランダ

のLeyden大学に所属し、そこで発展したことから、Leydenアプローチとも呼ばれる。ま

た、利用される質問票はIncome Evaluation Question (IEQ)と呼ばれる。無論、これれ

は仮想的質問であり、回答者が考えている状況が質問者の想定からかい離してはいけない

ことになる。例えば、0歳児の子供がいる場合は将来の教育費を考えるかもしれない。す

ると、今後の両者の生涯で必要となる教育費やその他の様々な費用を年間当たりで計算す

ると、相当な額になるだろう。実際、日本で私立の学校に通わせること(アメリカの大学

院で学位をとらせたい、芸術家にさせたいとか)を考えると、相当な費用となる。しかし、

通常、等価尺度が計測するのは食費や被服、光熱費、家賃などであり、動学的側面は捨象

されている。また、そもそも、仮想的質問の回答は質問の仕方(framing)に依存してしま

い、信用できないと考える研究者も少なくない。この、主観的手法には数十年の歴史があ

り、容易に実行可能であるが、広い支持を得ているとは言えない状況にある。

*6 van Praag, B. M. S., & Kapteyn, A. J. (1976). “A new approach to the construction of family

equivalence scales,” European Economic Review, 7, 313-335. 近年の研究としては、Biewen,

M. and Juhasz, A. (2017), “Direct Estimation of Equivalence Scales and More Evidence on

Independence of Base.” Oxf Bull Econ Stat.
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3 家計内資源配分モデル

需要データだけからでは、等価尺度に関して一切情報を抽出することができない、とい

う前節の結果は非常に強力である。等価尺度の推計結果は、需要関数に、追加で課した制

約に基づくものであり、多くの場合、統計的に容易に棄却されてしまうことが多い。効用

関数と費用関数の形状を直接観察できないことがその主因であるが、そもそも、二人以

上の構成員のいる家計をあたかも一人の個人のように見なすことは正しいのだろうか?個

人の効用関数はAfriatによる研究のように、推移性や完備性等の仮定から導出可能である

が、二人以上の構成員のいる家計の選好とはそもそもなんであろうか?等価尺度の推計が

不可能なのは、そもそも存在しない「家計」効用関数を勝手に構築しているからではなか

ろうか?この問題意識のもとに、二人以上の構成員のいる家計の行動原理をモデル化し、

そこから等価尺度に相当する変数の推計を試みたのがBrowning et al. (2013)である*7。

二人以上の構成員がいる家計の行動原理に関しては、家計消費研究の中では重視されな

がらも、十分に確立されたモデルがあるとは言い難かった。標準的な消費分析では、家計

内で最も所得の多いもの、あるいはサーベイで世帯主と答えている一名を家計を代表する

個人とみなし、家計全体の行動を、あたかも、その代表的個人による消費・貯蓄行動とみ

なして分析している。消費のライフサイクル分析は、あくまで世帯主の年齢によるライフ

サイクル分析であり、家計構成人員は、ごく単純な等価尺度で調整するか、分析する前に

家族構成変数に回帰し、その影響を取り除く等の手法で対処している。しかし、子供が私

立大学に行く家計と、大学に進学せずに就職する家計では、その支出は大きく異なるだろ

う。さらに、まだ現役の両親世代と同居している場合、家計全体の消費がどのように決定

されているかは非常に複雑になることが想定される。

古典的なアプローチは、家計内の意思決定をナッシュバーゲニングで描写するものであ

る。交渉力の指標として各個人の相対的な所得額を考えると、交渉力の強い個人の選好に

家計全体の支出が引きずられるようになる。この分析で著名なHayashi (1995)は、日本の

二世帯住宅の個票データを用い、親世代が現役で、子供世代よりも年収が多い場合、家計

全体の肉と外食への支出が低下し、魚の消費が増加することを見出している*8。しかし、

*7 Martin Browning & Pierre-Andr・Chiappori & Arthur Lewbel (2013) “Estimating Consump-

tion Economies of Scale, Adult Equivalence Scales, and Household Bargaining Power,” Review

of Economic Studies, Oxford University Press, vol. 80(4), pages 1267-1303.
*8 Hayashi, F. (1995) “Is the Japanese Extended Family Altruistically Linked? A Test Based on

Engel Curves,” Journal of Political Economy, vol. 103(3), pages 661-674, June. 興味のあるも

のは、 Altonji, Joseph G.; Hayashi, Fumio; and Kotlikoff, Laurence J. (1992) “Is the Extended
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そこで行われているのはエンゲルカーブを用いたシンプルな分析であり、構造モデルそ

のものを推計するものではなかった。80年代から分析をはじめ、時間をかけて、現代の

家計内資源配分研究の標準的なモデルになりりつあるのが、ChiapporiによるCollective

Modelである*9。Browning et al (2013)は、このChiapporiのCollectiveモデルを用い、

等価尺度に対応する規模の経済を推計しているのである。

3.1 Collective Model

夫と妻の二人から構成される家計を考えよう。夫婦の合算所得をy、夫の消費をxm,妻

の消費をxf ,財の価格ベクトルをp,個人iの効用をU i
(
xi
)
とすると、Collective Modelは、

夫婦の消費決定は下記の最適化行動で描写可能と考える。

Max µ (p/y)Uf
(
xf

)
+ Um (xm)

s.t. x = xf + xm, p′x = y

µ (p/y)が価格と所得に関してゼロ次同次になっているのは、合理的な消費選択を仮定

しているためである。µ (p/y)はパレートウェイトであり、相対所得や年齢差等、多くの

変数に依存する関数である。Collective Modelにおけるもう一つの極めて重要な仮定は、

結婚をしても、独身時代から効用関数は変わらない、というものである。したがって、男

性の効用Uf
(
xf

)
は、既婚者も独身者も同様であり*10、独身男の消費情報から既婚者の男

性の効用関数を推計することを可能にしている。この仮定により、Collectiveモデルの推

計は既婚者の消費の詳細な内訳の情報、例えば男性専用の消費と女性専用の消費等の非常

に詳細な情報がなくとも、世帯単位の消費情報が独身、既婚者両方で利用可能であれば可

能になるのである。無論、既婚者と独身者で効用関数が根本的に異なる可能性はあるが、

その場合は既婚者の推計をする場合独身者の情報は一切利用できなくなる*11。

あるパレートウェイトµ (p/y)の下でのCollective Modelにおける家計レベルの財kへの

支出割合ωk (p/y)は、ωi
k (p/y)を個人iが単身世帯の時の財への支出割合とすると、下記の

Family Altruistically Linked? Direct Tests Using Micro Data.” A.E.R. 82 (December 1992):

1177-9.も参照せよ。
*9 Chiappori, Pierre-Andre, (1988) “Rational Household Labor Supply,” Econometrica, Econo-

metric Society, vol. 56(1), pages 63-90, January.
*10 無論、切片、誤差項に相当するような個人間異質性の仮定は含まれている。

*11 厳密には、結婚を内生変数とし、その意思決定も含めた推計を行うことが必要であろうが、その場合

はLimited Dependent Variableを含めた非常に複雑な非線形推計となり、さらに多くの場合は動学モ

デルとなるだろう。
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ような配分ルールηで描写可能であることが知られている*12。

ωk (p/y) = ηωf
k

(
p/y

η

)
+ (1− η)ωm

k

(
p/y

1− η

)
0 ≤ η ≤ 1,

ηは世帯所得のうち、女性メンバーに配分される割合であり、バーゲニングモデルにお

ける交渉力に相当する。Collective Modelを推計する場合は、第一段階で独身男性、女性

のAIDSモデルを推計し、ωf
k (p/y)及びωm

k (p/y)の構造パラメターを得る。第二段階で、

二人世帯のωk (p/y)の情報と第一段階での推計結果をもとに、ηを推計するのである。無

論、これらを一気に推計することも可能である。Collective Modelにおいては、どのよう

な要因が配分ルールη (p/y)に重要な影響を及ぼしているか、が特に重視される。

3.2 Collective Modelにおける等価尺度: Indifference Scales

前節のCollective Modelでは、男性用消費と女性用消費の合算が家計消費、すなわちど

ちらの財も競合性のある私的財であった。等価尺度の分析では、複数の個人が共同生活す

ることによる規模の経済、あるいは非競合性のような、公共財的性質を有する財があると

想定されている。例えば、タクシーや車での移動、家賃、光熱費等には確かに規模の経済

が働きそうである。Browning et al. (2013)は上記のCollective Modelを拡張し、二人以

上の構成員が存在することによるHome Productionを想定する。具体的には、家計の意

思決定は下記の最大化問題で描写されると仮定する。

Max µ (p/y)Uf
(
xf

)
+ Um (xm)

s.t. x = xf + xm, z = F (x) , p′z = y

全節との違いは、Home Productionに相当するF (x)が含まれており、家計として購入

する財はzだが、個人間で配分されるときにはF (x)という変換後のxとなっている。具体

的には、比例生産関数、すなわち、

F (x) = A′x

を仮定している。この時、財には公共財のような性質を有するので、財価格は各財の機会

費用からかい離する。機会費用をShadow Price,π (p/y)とすると、

π (p/y) =
A′p

y

*12 証明はBrowning et al. (2013)を参照せよ。
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となり、配分ルールは

ωk (p/y) = ηωf
k

(
π (p/y)

η

)
+ (1− η)ωm

k

(
π (p/y)

1− η

)
となる。また、配分ルールとしては、

η =
exp (s′δ)

1 + exp (s′δ)
,

ただし、 δはパラメターであり、 sは地域ダミー、住宅所有ダミー、都市居住ダミー、

夫婦間の年齢差、女性の年収シェア、対数実質家計総支出、である。具体的には、

単身世帯のQUAIDSを推計し、そこからωf
kとωm

k を得る。次に、ηを導入し、二人家計

のQUAIDSを用い、ηの関数の中身を推計する*13。

では、このようにして計算された構造パラメターから等価尺度はどのようにして求める

ことができるだろうか?Browning et al. (2013)達は、Indifference Scalesとして下記のよ

うなSf (p/y, η)を提案している。

V f

(
p/y

Sf (p/y, η)

)
= V f

(
π (p/y)

η

)
ただし、V fは女性の間接効用関数である。右辺はCollectiveモデルにおける間接効用

である。左辺は、単身世帯において、Collectiveモデルと同様の効用水準を得るため

に必要な所得補填Sf (p/y, η)があるときの効用水準を表している。無論、同様に男性

のIndifference Scaleを求めることも可能である。Browning et al. (2013)は、カナダ

の家計レベルのデータを用い、女性の配分ルールは50% を超え、56% から60% の間

にあり、女性のIndifference Scaleは配分ルールが0.58の時、0.83、男性のIndifference

Scaleは0.66、合計1.49という結果を得ている。結婚することで、世帯全体の消費はより

単身女性の消費パターンに近づくということ。しかしながら、結婚後にも独身時代と同様

の効用水準を実現するには、夫婦全体で独身者の149% の所得が必要であり、かつ、女性

は83% の所得が必要であるという結果を得ている。

4 まとめ

等価尺度の選択は格差指標の結果に大きな影響を与えるため、現在でもまさに大量の数

の研究が報告されている。発展途上国、特に差異貧困国ではカロリー消費量という絶対的

*13 Browning et al. (2013)は、二段階だと推計結果が悪く、一回ですべての推計を行うことを推奨してい

る。
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な尺度が存在するが、OECD諸国のような経済であると、様々な消費財間の代替性など

を考慮する必要があり、その推計は非常に難しくなる。残念ながら、現在のOECDや様

々な政府統計で利用されているのは、本講義ノートの中盤以降で紹介した手法ではなく、

特に根拠なく使わてれいる
√
NやOECD Modified Scaleである。Blundell and Lewbel

(1991)の補題によると、「任意」の等価尺度は、標準的な効用最大化行動と矛盾なく構築

可能であり、したがって、それらが間違っていると主張することは困難である。多くの

消費研究の応用では、等価尺度に関して突っ込んだ議論をせずに、
√
Nで割るのみである

が、それらも決して間違っているわけではない。しかしながら、だからと言って、それら

が適切であると主張する根拠もまた存在しない。

本講義ノートの最後で紹介したCollective ModelにおけるIndifference Scalesは、単身

者と既婚者の効用関数が同一という強い仮定、およびパレート原理で家計の意思決定

がなされているという仮定の下で、等価尺度に経済学的根拠を与え、かつ通常の消費デ

ータから識別可能であるため、今後の展開が大きく期待されるものである。日本におけ

るCollective Modelの推計はYamada and Lise (2014)*14及び、Piao (2017)*15があるが、

いまだ十分な蓄積があるとは言えない。

先進国、特に日本においては子供の教育費の家計負担が非常に大きい。二人の子供をも

つ家計で、子供が二人とも私立大学を卒業する場合と、高卒で就職する場合の親の負担は

千万円単位の違いが出てくるだろう。先進国においては、等価尺度を測る際には、子供用

の費用負担を明示的に考える必要が出てくるが、家計間の異質性が大きく、マクロ全体で

一つの指標とするのはかなり無理があるように思われる。

また、根源的な問いになるが、子供の有無、結婚の有無、親との同居の有無、さらには

大学進学や進学塾等はすべて内生変数である。等価尺度の推計は、原則、それらが観察さ

れた後の、Conditionalな推計である。独身世帯と既婚世帯を、それぞれそうであること

を選択した結果と考え、均衡では裁定が成立している仮定すると、家計間の厚生比較はそ

もそも何の意味があるのか不明確になってくる。同一所得である場合、子供のいる家計の

ほうが等価所得や等価支出が低いからと言って、その家計の厚生が低いとみなすことは適

*14 Ken Yamada & Jeremy Lise, 2014. ”Household Sharing and Commitment: Evidence from

Panel Data on Individual Expenditures and Time Use,” 2014 Meeting Papers 152, Society for

Economic Dynamics.
*15 Xiangdan Piao, (2017) “Sweets or Alcohol? The Gender Battle within Japanese Families,”

Economics Bulletin, AccessEcon, vol. 37(1), pages 190-203. また、Tomoki Fujii & Ryuichiro

Ishikawa (2013) “How Does Childbirth Alter Intrahousehold Resource Allocation? Evidence

from Japan,” Oxford Bulletin of Economics and Statistics, vol. 75(3), pages 362-387, 06もま

た日本のデータを用いてCollective Modelを推計している。
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切なのだろうか?これは、厳密には財支出についても同様である。食料支出をしない家計

は存在しないが、Rothbarthの手法にしたがい、Adult Goodsへの支出を考えると、それ

らへの支出がゼロの家計、アルコールやタバコ消費、映画がゼロの家計は相当数存在す

る。その場合、ゼロ消費を考慮したCensored Regressionを考える必要が出てくるが、そ

れらは選好の違いを反映しているはずである。家計間の厚生比較を行う場合、家計間で効

用関数が比較的似ていることを仮定する必要が出てくるが、詳細なデータが利用可能にな

るにつれ、家計間異質性をどうモデル化するかが問われているように思われる。

最後に、子供の費用については、将来にかかわる問題は避けて通れないと思われる。特

に先進国の場合、子供が産まれると生命保険に入るケースは多いのではなかろうか?等価

尺度の動学版の研究はゆっくりとであるが進んでいる。Pashardes (1991), Banks et al.

(1994), Pendakur (2005)等が動学的側面を考慮したEquivalence Scaleの分析を行ってい

るが、高い日本の教育費を考えた場合、日本でこそ教育負担を考慮するか否かで等価尺度

は非常に大きく異なる結果になると想像している*16。

*16 Banks J, Blundell R, Preston I. (1994) “Estimating the intertemporal costs of children,” in

The Economics of Household Behaviour , Blundell R, Preston I, Walker I (eds). Cambridge

University Press: Cambridge;51 – 69.

Pashardes, Panos, (1991) “Contemporaneous and intertemporal child costs : Equivalent

expenditure vs. equivalent income scales,” Journal of Public Economics, Elsevier, vol. 45(2),

pages 191-213, July.

Krishna Pendakur (2005) “Semiparametric estimation of lifetime equivalence scales,” Journal

of Applied Econometrics, John Wiley & Sons, Ltd., vol. 20(4), pages 487-507.
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